























1 　Gesetz vom 1. August 1959 （BGBl. I S. 565）, （BGBl. III 303-8）.
2 　Gesetz zur Modernisierung des GmbH–Rechts und zur Bekämpfung von 
Missbräuchen （MoMiG）, Gesetz vom 23. Oktober. 2008（BGBl. I S. 2026）.
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ドイツでは、1998 年 8 月 31 日に公布され、1999 年 3 月 1 日に施
行された改正連邦弁護士法によって有限会社形態による弁護士会社





3 　Gesetz  zur  Änderung der  Bundesrechtsanwal tsordnung ,  der 
Patentanwaltsordnung und anderer Gesetze.（ BGBl I S. 2600）. 同法につい
て、坂田吉郎 「諸外国の弁護士法人制について」自由と正義 51 巻 8 号 34 頁以下、
38 頁、丸山秀平「弁護士法人について」法学新報 108 巻 9・10 号 583 頁。右
拙稿は、我が国における弁護士法人制度の創設に伴い、我が国の制度解説を主
としつつ、先行するドイツ法の弁護士会社について論じたものである。しかし、



















（2）　1994 年 11 月 24 日バイエルン上級地方裁判所決定
このような状況から一歩踏み出したのは、1994 年 11 月 24 日の
バイエルン上級地方裁判所の決定 9 であった。同決定は、ミュンヘ
ンの Seufert GmbH について、有限会社形態での弁護士有限会社
を認める手続を肯定した。すなわち、同決定は、1993 年 5 月 17 日
のミュンヘン区裁判所の決定および 1994 年 3 月 10 日のミュンヘン
4 　Henssler, in: Henssler/Prütting Bundesrechtsanwaltsordnung 3. Aufl. Vor 
§§59c ff.BRAO, Rn.2; vgl. Hachenburg/Ulmer GmbHG 8. Aufl. § 1 Rn. 20; 
Baumbach/Hueck GmbHG 15. Aufl. § 1 Rn. 9; Roth GmbHG 2. Aufl. § 1 
Anm. 3.1.b; Rowedder/Rittner,GmbHG 2. Aufl. § 1 Rn. 12; Lutter/Hommelhoff 
GmbHG 13. Aufl. § 1 Rn. 7.
5 　Kremer, GmbHR 1983, 265.
6 　Ahlers, AnwBl. 1990, 226; Heinemann, AnwBl, 1991, 679; Henssler, JZ 1992, 
697; vgl. Henssler, in: Henssler/Prütting, a.a.O.（Fn.4） Vor §§59c ff. BRAO, 
Rn.2.
7 　Henssler, in: Henssler/Prütting, a.a.O.（Fn.4） Vor §§59c ff. BRAO, Rn.2.
8 　BT-Drucks.12/4993 S.23.
9 　BayObLG Beschluss vom 24.11.1994, 3Z BR 115/94, NJW 1995, 199 = DB 
1994, 2540 = ZIP 1994, 1868.
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地方裁判所の決定を破棄し 10、本件を改めて審議決定するようミュ
ンヘン区裁判所－登記裁判所に差し戻した。














であった。同社は、これに対して抗告をなしたが、1994 年 3 月 10 日、
ミュンヘン地方裁判所は、この抗告を、理由なきものとして、棄却
10 　LG München,Beschluss vom 10.03.1994 NJW 1994, 1882; ZIP 1994, 957.
11 　Gründe Ⅰ .（Rn. １ - ４）, こ こ で、「 他 人 の 法 律 事 件（fremde 
Rechtsangelegenheiten）の処理」となっていることは、当時の法律コンサルティ




付法（Rechtsdienstleistungsgesetz: RDG）2 条 1 項でも同様の文言が使用さ
れており、ほぼ同様の意味に解されている（vgl. Weth, in: Henssler/Prütting, 
a.a.O.（Fn.4） §2 RDG Rz.22）。
12　同法は、1935 年 11 月 13 日付けの Gesetz zur Verhütung von Mißbräuchen 
auf dem Gebiete der Rechtsberatung （RGBl. I S. 1478） が、1958 年 に、
Rechtsberatungsgesetz となったものである。














として、基本法（Grundgesetz für die Bundesrepublik Deutschland: 














14　Gründe Ⅰ .（Rn.5）, Ⅱ .（Rn.6）.
15　BGHZ 124, 224；GmbHR 1994, 325; JZ 1994, 1127; MDR 1994, 361; NJW 1994, 
786; ZIP 1994, 381.
16　Gründe Ⅱ . 2.（Rn.9）.
17　OLG Düsseldorf Urteil vom 10.10.1991, 2 U 15/91, AnwBl 1992, 133.

















の点で、1995 年 1 月 7 日に発効した「パートナーシャフト会社
（Partnerschaftsgesellschaft）の形成に関する法律」24 は、弁護士
有限会社の禁止を含まないどころか、同法の政府草案理由書（1993







19 　Gründe　Ⅱ . 2. a）（Rn.13）.
20 　Gesetz zur Neuordnung des Berufsrechtsder Rechtsanwälte und 
Patentanwälte vom 2.9.1994 - BGBl. I S. 2278.
21 　BT-Drucks. 12/4993.
22 　Gründe　Ⅱ . 2. b）（1）（Rn. 15）.
23 　Gründe　Ⅱ . 2. b）（1） （Rn. 16）.
24 　Gesetz zur Schaffung von Partnerschaftsgesellschaften vom 25.7.1994 （BGBl. 
I S. 1744）.
















邦司法省、は、1997 年 3 月 19 日、連邦弁護士法改正に向けた最初






26 　Gründe　Ⅱ .2. b）（2） （Rn. 18）.
27 　Gründe　Ⅱ .3.（Rn. 30）.
28 　BayObLG NJW 1996, 3217; OLG Bamberg, MDR 1996, 423; LG Baden-
Baden,AnwBl. 1996, 537.
29 　Henssler, in:Henssler/Streck, Handbuch Sozietätsrecht, D Rz.3; vgl. Hellwig, 
ZHR 161（1997）, 337, 341.
30 　Referentenentwurf eines Gesetzes zur Regelung der Anwaltsgesellschaft 
mit beschränkter Haftung, Referat R B 1; ZIP 1997, 1518. 
31 　Gert, Der Gestzentwulf zur Anwalts-GmbH: Ein Abschreckungsversuch?, 
MDR 1998, 259; Römermann, GmbHR 1997, 530, 531; Henssler, Der Gestzentwulf 
zur Regelung der Rechtsanwalts-GmbH ZIP 1997 1481, 1482.
32 　Gert,a.a.O.（Fn.31）; Römermann, a.a.O.（Fn.31）530ff.; Henssler, a.a.O.（Fn,31）1481ff.
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このような政府草案について、とりわけ批判にさらされたのは、
同草案で定められていた「行為者責任（Handelndenhaftung）」であっ

















関する同法 59 c ～ 59m 条に関して、現在に至るまで数度の改正が
行われているが 39、弁護士会社の本質的な部分に関わる改正はなさ
33　Funke, Der Regierungsentwurf zur Rechtsanwalts-GmbH, AnwBl 1998 6.
34　Vgl.Henssler, a.a.O.（Fn.31）1490.
35　Entwulf eines Gesetzes zur Änderung der Bundesrechtsanwaltsordnung, 
der Patentanwaltsordnung und anderer Gesetze, BRats.. Drucks. 1002/97.
36　BT-Drucks. 13/9820, Anl. 2, S. 23ff.
37　Henssler, in: Henssler/Prütting, a.a.O.（Fn.4） Vor §§59c ff. BRAO, Rz.5.
38　BGBl I S. 2600.
39　例えば、59j 条について、2001 年 12 月 13 日改正（BGBl I S. 3574）、59m 条に

















代理を事業目的とする有限会社であって（連邦弁護士法 59c 条）, 社







条 1 項）。認可手続には、連邦弁護士法 12 条 1 項が準用される（連
邦弁護士法 59g 条 3 項）。すなわち、認可は、弁護士会が発行した
証書（Urkunde）の交付によって効力を発する 41。
2007 年 3 月 26 日改正（BGBl I S.358）、59e 条・59f 条・59h 条について、2007
年 12 月 12 日改正（BGBl I S. 2840）、59g 条・59h 条・59i 条・59k 条・59m 条
について、2009 年 7 月 30 日改正（BGBl I S. 2449）等。
40 　丸山、前掲（注 3）法学新報 593-595 頁。
41 　Henssler, in: Henssler/Prütting, a.a.O.（Fn.4） §59g BRAO, Rz.9.
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合である（連邦弁護士法 59g 条 2 項）。
なお、弁護士会社に対しては、弁護士法の規定による他、その会
社形態に係る一般法である有限会社法が適用される。従って、その
設立に際しては法定の最低資本金 2 万 5 千ユーロ（有限会社法 5 条）
が確保されていなければならない（ただし、払込金額について、同










条 1 項 1 文、59a 条 1 項 1 文）および外国における同様の資格者（連
邦弁護士法 59e 条 1 項 1 文、59a 条 2 項、206 条）である。すなわち、
2000 年 3 月 9 日の「ドイツにおけるヨーロッパ弁護士の活動に関
する法律」43 の規定により、同法の適用領域内で開業する資格を有
する者やその他の会計士、弁理士などの専門的資格者が挙げられる。




43 　Gesetz über die Tätigkeit europäischer Rechtsanwälte in Deutschland vom 9. 




い（連邦弁護士法 59e 条 1 項 2 文）。また、弁護士であるとともに
公証人である者は、その職務活動を弁護士会社の社員として引き受
けなければならない（連邦弁護士法 59e 条 1 項 3 文、59a 条 1 項 3
文）。さらに、連邦最高裁によって認可された複数の弁護士会社は、
共同事務所（Sozietät） として活動することが出来る（連邦弁護士
法 59e 条 1 項 3 文、172a 条）。
弁護士会社の持分は第三者の計算において保持されてはならず、
第三者は弁護士会社の利益に参加することもできない（連邦弁護





会社法 13 条 2 項）。
弁護士会社は、弁護士によって責任あるものとして遂行されなけ
ればならず、取締役の過半数は弁護士でなければならない（連邦弁








邦弁護士法 59n 条 3 項）。
弁護士会社の商号には、「弁護士会社 "Rechtsanwaltsgesellschaft"」
という表示がなければならない（連邦弁護士法 59k 条 1 項）。認可
された弁護士会社でない者は「弁護士会社」という表示を用いて
はならない（連邦弁護士法 59k 条 2 項 1 文）。これとともに弁護
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士会社が有限会社形態をとっている以上、有限会社としての略号
（mbH）も表示しなければならない 44。なお、1999 年 3 月 1 日時
点で既に「弁護士会社」という表示を用いており、法形式の指示を
付加していた職業上の結合体は、その表示を継続することができる







士法 59c 条（事業目的）, 59e 条（社員資格）, 59f 条（業務執行）, 
59i 条（事務所）、 59j 条（職業責任保険）に係る要件を充足してお
らず、当該弁護士会社が、弁護士会が定めた期間内に当該法規に見
合う状況をもたらさない場合には、認可が取り消される（連邦弁
護士法 59h 条 3 項 1 文）。相続がなされたことによって、連邦弁護
士法 59e 条 1・2 項の要件が欠けた場合には、右期間は、相続の時




ことがないときにも、認可が取り消される（連邦弁護士法 59h 条 4
項 1・2 号、14 条 2 項 7 号）。
44 　以前の規定では、「弁護士である社員少なくとも一名の名前および「弁護士
会社」という表示がなければならない」とされていた。そこで、例えば、 “Dr. 
Reinhard Toegel Rechtsanwaltgesellschaft mbH” という商号が使用されていた。



















49 条以下、公認会計士法（Gesetz über eine Berufsordnung der 
Wirtschaftsprüfer:WPO）46 27 条以下）。弁護士有限会社も，同様
に，1998 年改正連邦弁護士法により、特別に規準化されているが（連
邦弁護士法 59 c 条以下）、これに対して、弁護士株式会社は，こ





45 　Ursprüngliche Fassung vom 16. August 1961（BGBl. I S. 1301）, 
Neubekanntmachung vom 4. November 1975 （BGBl. I S. 2735）.
46 　Ausfertigung vom 24. Juni 1961 （BGBl. I S. 1049）.
47 　Pluskat,Triumpf oder Niederlage für die Anwaltschaft?, AnwBl.2005.609.
48 　Die Begrüdung des Regierungsentwurfs zum BRAO ÄndG,BT-Drucks. 
13/9820, S.11.
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とに留意しておかなければならない 49。
この問題についても能動的な役割を果たしたのは、裁判所であっ
た。すなわち、2000 年 3 月 27 日、バイエルン上級地方裁判所は、
株式会社形態での弁護士共同事務所を認める旨の決定をなした 50。
同決定に至る経緯は以下の通りである。すなわち、1998 年 10 月
22 日に「…Rechtsanwalts AG」（…弁護士株式会社）という名称で
の登記申請がなされた。1999 年 2 月 15 日、ニュルンベルク区裁判
所は、申請された右商号は認められないとする中間処分をなした 51。















49 　Römermann, Entwicklung und Tendenzen bei Anwaltsgesellschaften, 
S.183ff.; Henssler, Organisationsfreiheit für die Anwaltschaft, Max-Hachenburg-
Gedächtnisvorlesung S.13, 20ff.;ders. :in Henssler/Prütting, a.a.O.（Fn.4）Vor
§§59c ff. BRAO ,Rz.16.
50 　BayObLG, 3.Zivilsenat, Beschluss vom 27.3.2000, 3Z BR 3 331/99; NJW 2000, 
1647.
51 　AG Nürnberg, 15. Februar 1999, Az: 6 b AR 595/99.




うな株式法 4 条に加え、商法典 18 条の商号形成について、同規
定は株式法 3 条との関係で商法典 6 条に従い、事業目的が商業
（Handelsgewerbe）にはない株式会社にも適用され、それによっ
て、架空商号（Fantasiefirma）も許されると述べたうえ、商号は、
識別力を有さねばならず（商法典 18 条 1 項）、申し立てられた取引
分野にとって本質的な業務関係について惑わすに足る記載は受け











て基本法 12 条 1 項により、同条と一致する法規制がこれを禁じて
いない限り、自由な職業選択の権利を有するとして、先の 1994 年







53 　Gründe II. 2. （Rn.7-8）.
54 　Gründe II. 2. a）（Rn.9）.
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３　2004 年 11 月 3 日連邦財政裁判所決定
弁護士株式会社の許容を前提に、その訴訟代理を肯定した連邦財
政裁判所（Bundesfinanzhof:BFH）2004 年 11 月 3 日決定 59 は、前
記バイエルン上級地方裁判所決定を更に一歩前に進めたものと位置
づけることができる。
55 　Kempter/Kopp, Die Rechtsanwalts AG  eine Anwaltsgesellschafts sui generis 
außerhalb des anwaltlichen Berufsrechts?, NJW 2000, Heft 47 S.3449.3452; 
Grams , Möglichkeiten der Haftungsbeshränkung für Rechtsanwälte （2. Teil）, 
AnwBl 5/2001 S.292, 295.
56 　Kempter/Kopp, a.a.O.（Fn 55） S.3452; Grams, a.a.O.（Fn 55）S.295.
57 　Freherr ,Vorschlag des Berufsrechtausschusses und Sozietätsrechtsausschusses 
des Deutschen Anwaltsvereins für eine gesetzliche Regung der Rechtsanwaltsakt
iengesellschaft, AnwBl 3/2001 S.158, なお、株式会社としての弁護士会社の定款に
関し、Kempter/Kopp, Hinweise zur Gestaltung der Satzung einer Rechtsanwalts-
AG, NJW 2001, S.777.

































60 　FG Köln vom 26. Juni 2002 14 K 3037/01 （EFG 2003, 1059）.
61 　BFH/NV 2003, 1063.
62 　BFH NJW 2004, 1974.
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すなわち、税務助言法 3 条 3 号に関連する財政裁判所法 62a 条 2
項によれば、弁護士会社も、それが、事件において登場する弁護士




財政裁判所法 62a 条 2 項で規定されていない。それ故、株式会社の
法形式をとる弁護士会社も、連邦財政裁判所での代理人資格を有
















64 　BFH/NV 2004, 224; Gräber/Koch, Finanzgerichtsordnung, 5. Aufl. § 62a Rz. 
10; Dumke, in Schwarz, Finanzgerichtsordnung, 2. Aufl. § 62a Rz. 18.
65 　BT-Drucks. 14/4061,S.8., Gründe 1. a）, NJW 2004, 1974.
ドイツにおける弁護士会社・弁護士株式会社・弁護士有限責任事業会社（丸山）
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４　連邦最高裁 2005 年 1 月 10 日決定
前記３の連邦財政裁判所決定に引き続き、連邦最高裁は、2005
年 1 月 10 日、株式会社の法形式での職業活動を認める旨の決定を
下した 66。
同決定に至る経緯は次の通りである。すなわち、2000 年 9 月 20
日に設立された「DWP 弁護士有限会社」は、2001 年 1 月 19 日に
商業登記簿に登記され、同年 3 月 11 日に、連邦弁護士法 59c 条に
よる弁護士会社として認可された。同年 9 月 27 日の社員総会の決
議に基づき、同社の形式交替の方法による組織変更によって「DWP















（Bundesnotarordnung:BNotO）68 3 条 2 項）69。
被申請人は、2002 年 6 月 18 日の申請人に対する処分によって、
66 　Beschluss vom10.1.2005, BGHZ 161, 376.
67 　Gründe I.（Rn.1）.
68 　Gesetz vom 24. 02. 1961（BGBI. I S. 98）
69 　Gründe I.（Rn.3-6）.
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すなわち、連邦弁護士法 59h 条 3 項によれば、弁護士会社とし
70 　Gründe I.（Rn.33）.
71 　弁護士最高裁判所については連邦弁護士法 100 条以下に規定されている。そ
の前提として、弁護士裁判所（Anwaltsgericht）に関する規定が、同法 92 条
以下に規定されている。すなわち、弁護士裁判所は、各弁護士界の管轄区域
（Bezirk）毎に設けられ（連邦弁護士法 92 条 1 項）、州司法行政局の監督下に
置かれる（同 3 項）。これに対し、弁護士最高裁判所は、上級地方裁判所の許で
設けられる（同法 100 条 1 項 1 文）。弁護士最高裁判所も、州司法行政局の監督
下に置かれるが（同 2 文、92 条 3 項）、認可に関わる案件や上訴案件を扱う権限
を有している（同法 37 条、142 条、143 条）。
72 　BRAKMitt.2003, 186.
73 　AnwZ （B） 27/03.






























77 　この点で、本決定で、以下の先例が引用されている、BFH, Beschluß vom 3. 
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（Anlehnung）して弁護士会社としての資本会社の認可のための本
質的要件を充たしている限り、右の趣旨の請求権を有している。た
だ、このことは、より高度の法、基本法 12 条 1 項および 3 条 1 項
の結果として生ずるとされる 79。
基本法 12 条 1 項に関し本決定によれば、株式会社は私法上の法
人として基本法 12 条 1 項により自由な職業選択の基本権を有して
いるとされる。このことから、弁護士の職業活動に属する委任を引


















80 　BGHZ 124, 224 = ZIP 1994, 381.
81 　Gründe III（Rn.40）, vgl. BayObLG,NJW 2000, 1647; Henssler in: Henssler/
Prütting, a.a.O.（Fn.4）Vor§§59c ff. BRAO ,Rz. 18 f.; Feuerich/Weyland, 




















このことは、より高度の法である基本法 12 条 1 項および 3 条 1 項
の結果として生ずると述べている点 84 に注意しなければならない。







82 　BayObLG, Beschluss vom 27.3.2000, （Fn.50） NJW 2000, 1647, Gründe II. （Rn.7-8）.
83 　Henssler in: Henssler/Prütting, a.a.O.（Fn.4）.Vor§§59c ff. BRAO ,Rz.22.
84 　Beschluss vom10.1.2005,（Fn.65） BGHZ 161, 376, Gründe III（Rn.39）（Fn.79）.
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可能な基本資本が 2 万 5 千ユーロ（通常の有限会社の最低基本資
















同「有限責任事業会社の設立」龍谷法学 43 巻 4 号 339 頁以下。
86 　Entwurf eines Gesetzes zur Modernisierung des GmbH-Rechts und zur 





をさらに略記することは認められない（Reg-Begr., MoMiG, BT-Drs.16/6140 S.31.）。 
例えば haft. － beschr. または haftungsbeschr. のような推定的な略記も許されな
い（Minras , in:Michalski（Hrsg.） GmbH-Gesetz Bd.1, S.788, 806（Rdn.60））。



























GmbH-Reform kommt!, ZIP 2008, S.1208, 1209.）。
90 　Wicke, GmbHG Kommentar, S.67 によれば、有限責任事業会社が通常の有限
会社に進む道は「一方通行（Einbahnstrasse）」であり、逆行、すなわち、通
常の有限会社が資本を 2 万 5 千ユーロ未満に減少することによって有限責任事
業会社になることは許されていないとする（Vgl. Lutter, in:Lutter/Hommelhof, 
GmbH-Gesetz 18Aufl., §59a Rn. 13, 71）。
91 　Henssler, :in Henssler/Prütting, a.a.O. （Fn. 4）§ 59c Rz. 3.
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94 　Römermann, Die Anwalts-Unternehmergesellschaft（haftungsbeschränkt） 
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97 　Hommerich/Kilian, Berufsausübung in der haftungsbeschränkten 
Unternehmergesellschaft , AnwBl. 2009, 861.
98 　Hommerich/Kilian, a.a.O. （Fn.96）S.862.
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まず、前者の点では、前記Ⅲで論じたような、2000 年 3 月 27 日
バイエルン上級地方裁判所決定から 2004 年 11 月 3 日連邦財政裁判
所決定そして連邦最高裁 2005 年 1 月 10 日決定に至る判例法の発展
によって、弁護士株式会社が肯定されるに至った展開が明らかに
なった。ただ、その底流には、前記Ⅱで論じた 1994 年 11 月 24 日
バイエルン上級地方裁判所決定およびその理論的基盤とされる連邦
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